
 

 

令和２年 7 月 10 日 
記者発表資料 

令和２年財務監査（定期監査）等の中間結果及び財務
監査（随時監査）の結果について 
 

監査委員は、令和 2 年 1月 14日から同年 5月 8日までの間に、出先機関 3５５か所のうち 83
か所について、財務監査（定期監査）及び行政監査を実施し、14 か所で 15 件の指摘事項が認
められました。また、令和 2 年 6 月 30 日及び同年 7 月 2 日に、本庁機関 1 か所及び出先機関
1 か所について、財務監査（随時監査）を実施し、３件の指摘事項が認められました。  

【令和２年財務監査（定期監査）等の中間結果】 

実施箇所数 

指摘事項が 

認められた箇所 

 内訳 

不適切事項 要改善事項 

箇所数 件数 箇所数 件数 箇所数 件数 

８３ 14 15 14 15 ０ ０ 
 
（参考） 令和元年の中間結果 

７７ 2０ ３０ ２０ ２９ １ １ 
不適切事項とは、「法令等に違反するもの」「不経済な行為又は損害が生じているもの」「事務処理等が適切を

欠くもの」などに該当するものです。 
要改善事項とは、「経済性、効率性又は有効性の観点から改善が必要なもの」「事務・事業の執行に当たり、今

後、改善又は見直しが必要なもの」に該当するものです。 
令和元年の中間結果において、不適切事項の指摘箇所と要改善事項の指摘箇所には、重複している箇所があ

るため、指摘事項が認められた箇所数は、内訳に記載の箇所数の合計とは一致しません。 

 

特記すべき不適切事項 
１ 金額的に特記すべき事案 

  ⑴ 支払不足又は過大徴収の指摘でその規模が 10万円以上のもの・・・１件 

   所得税及び復興特別所得税の未納付 

〇 歳計外現金事務において、講師謝金に係る所得税及び復興特別所得税１件、

261,245円について、法定納期限内に納付を行っていなかった。その結果、不納

付加算税 13,000円の賦課決定を受けて同額を納付していた。 

（産業労働局神奈川県立東部総合職業技術校） 

⑵ 収入又は支出に関する指摘でその規模が 100万円以上のもの・・・１件 

   決裁権者の誤り 

〇 支出事務において、総合建物管理業務委託契約（契約額 17,245,440円）の執行

に当たり、神奈川県財務規則の規定に反し、平成 31年４月分から令和元年 10月

分までの支出命令（支出額計 9,980,854円）について、校長決裁とすべきとこ

ろ、次長の専決として処理していた。 

（健康医療局神奈川県立よこはま看護専門学校） 

⑶ 契約手続に関する指摘でその規模が 1,000万円以上のもの・・・２件 

   検査調書に係る報告先の誤り 



 

 

〇 総合建物管理業務委託契約（契約額17,245,440円）に係る平成31年４月分から

令和元年10月分までの検査調書について、神奈川県財務規則の規定に反し、校長

に報告すべきところ、次長に報告していた。 

（健康医療局神奈川県立よこはま看護専門学校） 

 契約の遅れ 

〇 機械警備業務委託契約（契約総額 575,871円、契約期間：令和元年５月 17日か

ら令和６年３月 31日まで）について、業務の開始後に契約を締結していた。ま

た、収容動物飼養・庁舎総合管理委託契約（契約額 14,742,000円、契約期間：

令和元年６月１日から令和２年３月 31日まで）について、契約の締結に当た

り、会計局長通知による契約書作成日の特例に該当しないにもかかわらず、契約

締結日である令和元年７月 26日から遡及して同年６月１日から契約の効力が生

じることとしていた。           

（健康医療局神奈川県動物愛護センター） 

２ 内容的に特記すべき事案 

・同一箇所で同一の法律・規則違反が３回以上行われた事案・・・１件 

目的外使用許可の手続未済 

〇 財産管理事務において、教育財産の目的外使用許可の手続を行わないまま電柱に

通信線が共架されているものがあった。これにより、令和元年度の共架柱に係る

使用料12件、29,736円が徴収不足であった。                      

（教育委員会神奈川県立総合教育センター） 

 

令和２年財務監査（定期監査）等の中間結果の詳細については、別添１のとおりです。

なお、他の監査実施箇所については、今回報告分を含めて、10月上旬に改めて結果の概

要をお知らせする予定です。 

 

【財務監査（随時監査）の結果について】  
 今回実施した財務監査（随時監査）は、令和元年の財務監査（定期監査）の結果、指摘

等が認められた出先機関のうち１か所について、その後の対応などを補完的に監査（補完

的財務監査）し、また、令和元年の財務監査（定期監査）において、継続して包括外部監

査契約の状況を確認する必要があると認められた本庁機関１か所について、当該契約の状

況を臨時に監査（臨時財務監査）したものです。その結果については、別添２のとおりで

す。 

問合せ先  

神奈川県監査事務局総務課 

課長  守屋  電話 045-2８５-５０５３ 
副課長 中嶋  電話 045-2８５-５０５４ 
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別添１ 

神奈川県監査委員報告第 10 号 

 

 

監査の結果に関する報告について 

 

 

神奈川県監査委員監査基準に準拠し、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条

第１項、第２項及び第４項の規定に基づく監査を実施し、監査の結果に関する報告を決

定したので、同条第９項の規定により次のとおり提出します。 

 

 

令和２年７月 10 日 

 

 

神奈川県議会議長      嶋 村 ただし 殿 

神奈川県知事        黒 岩 祐 治 殿 

神奈川県教育委員会教育長  桐 谷 次 郎 殿 

神奈川県公安委員会委員長  大 崎  哲 郎 殿 

 

 

神奈川県監査委員  村 上 英 嗣 

同         太 田 眞 晴 

同         吉 川 知惠子 

同         梅 沢 裕 之 

同         小野寺 慎一郎 

 

 

第１ 監査の種類 

財務監査（定期監査）及び行政監査 

 

第２ 監査の対象 

１ 財務監査（定期監査） 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理 

 

２ 行政監査 

事務の執行（１に定める監査の対象を除く。） 

 

第３ 監査の着眼点 

事務事業が法令等に従って適正に行われているか、最少の経費で最大の効果を挙げ

るようにし、その組織及び運営の合理化に努めているかなどに着眼して監査するもの

である。 

 

第４ 監査実施箇所数 

出先機関 355 か所のうち、令和２年５月８日までに監査の結果を取りまとめた 83
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か所（他の監査実施箇所については、今後、監査の結果を取りまとめ次第報告する予

定） 

 

第５ 監査実施期間 

令和２年１月 14 日から同年５月８日まで 

（職員調査は、令和元年 12 月２日から令和２年３月 24 日まで実施） 

 

第６ 監査の実施内容 

１ 財務監査（定期監査） 

令和元年度の事務事業を対象として、次の各事項について監査を実施した。なお、

必要に応じて過年度の事務事業も対象とした。 

ア 予算執行の適否 

イ 収入の適否 

ウ 支出の適否 

エ 会計事務処理の適否 

オ 契約締結手続及び履行の適否 

カ 課税徴収事務の適否 

キ 工事執行の適否 

ク 補助金その他財政的援助の適否 

ケ 現金及び有価証券の出納保管の適否 

コ 財産の取得、管理及び処分の適否 

サ 庶務事務執行の適否 

シ その他必要と認める事項 

 

２ 行政監査 

   １の監査と併せて、次の各事項についても監査を実施した。 

   ア 事務事業執行の適否 

イ 組織及び執行体制の当否 

ウ その他必要と認める事 

 

第７ 監査の結果 

１ 監査結果の概要 

監査の結果、指摘事項は不適切事項 15 件であり、これを局等別に示すと次表の

とおりである。なお、要改善事項は認められなかった。 

局 等 実施箇所数 

不適切事項が 

認められた箇所 

箇所数 件数 

政 策 局 

か所 

２ 

か所 

０ 

件 

０ 

総 務 局  ５ １ １ 

国際文化観光局 １ ０ ０ 

スポーツ局  １ ０ ０ 

環境農政局  ５ １ １ 

福祉子どもみらい局 ４ １ １ 

健康医療局  ５ ２ ３ 



3 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(注)１ 「不適切事項」とは、次のいずれかに該当すると認められる事案で、是正、 

改善等の措置状況の報告を求める必要があるものをいう。 

① 法令等に違反すると認められる事案 

② 予算目的に反していると認められる事案 

③ 不経済な行為又は損害が生じていると認められる事案 

④ 事務処理等が適切を欠くと認められる事案 

２ 「要改善事項」とは、次のいずれかに該当する事案で、是正、改善等の措置

状況の報告を求める必要があるものをいう。 

① 経済性、効率性又は有効性の観点から改善が必要と認められる事案 

② 事務・事業の執行に当たり、今後、改善又は見直しが必要であると認めら

れる事案 

３ スポーツ局には神奈川県立スポーツセンター（令和２年４月１日神奈川県立

体育センターを改称）を含めている。 
 

２ 不適切事項 

(1) 項目別件数内訳 

不適切事項 15 件の内容は、後記「４ 箇所別の監査結果」のとおりであるが、

指摘した事務の別に整理すると次表のとおりである。 

項    目 件  数 構 成 率 

 

予 算 執 行 

件 

１ 

 ％ 

６．７ 

収 入 ０ ０ 

支 出 ２ １３．３ 

会計事務処理 ０ ０ 

契 約 ６ ４０．０ 

課 税 徴 収 ０ ０ 

工 事 １ ６．７ 

補 助 金 ０ ０ 

現金・有価証券 ０ ０ 

財 産 ４ ２６．７ 

庶 務 ０ ０ 

そ の 他 １ ６．７ 

計 １５ １００．０ 

（注）構成率は、小数点第２位以下を四捨五入しているため、各項目を 

合計しても 100 にならない場合がある。 

 

産業労働局  ６ １ １ 

県土整備局  ３ ０ ０ 

企 業 庁 ９ ２ ２ 

教育委員会  ２６ ６ ６ 

公安委員会  １６ ０ ０ 

計 ８３ １４ １５ 
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(2) 特記すべき事案 

不適切事項 15 件のうち、特記すべきものが次のとおり７件ある。 

 

ア 金額的に特記すべき事案 

(ｱ) 過大支出又は収入不足の指摘でその規模が５万円以上のもの 

      該当なし。 

 

(ｲ) 支払不足又は過大徴収の指摘でその規模が 10 万円以上のもの 

      歳計外現金事務において、講師謝金に係る所得税及び復興特別所得税１件、

261,245 円について、法定納期限内に納付を行っていなかった。その結果、不

納付加算税 13,000 円の賦課決定を受けて同額を納付していた。 

（産業労働局神奈川県立東部総合職業技術校 p.７） 

 

(ｳ) 上記(ｱ)又は(ｲ)には該当しないが、収入又は支出に関する指摘でその規模 

が 100 万円以上のもの（契約手続に関するものを除く。） 

      支出事務において、総合建物管理業務委託契約（契約額 17,245,440 円）の

執行に当たり、神奈川県財務規則の規定に反し、平成 31 年４月分から令和元

年 10 月分までの支出命令（支出額計 9,980,854 円）について、校長決裁とす

べきところ、次長の専決として処理していた。 

 （健康医療局神奈川県立よこはま看護専門学校 p.６） 

 

(ｴ) 財産管理に関する指摘でその規模が 100 万円以上のもの 

該当なし。 

 

(ｵ) 契約手続に関する指摘でその規模が 1,000 万円以上のもの 

〇 総合建物管理業務委託契約（契約額 17,245,440 円）に係る平成 31 年４月

分から令和元年 10 月分までの検査調書について、神奈川県財務規則の規定

に反し、校長に報告すべきところ、次長に報告していた。 

（健康医療局神奈川県立よこはま看護専門学校 p.６） 

 

〇  機械警備業務委託契約（契約総額 575,871 円、契約期間：令和元年５月 17

日から令和６年３月 31 日まで）について、業務の開始後に契約を締結して

いた。また、収容動物飼養・庁舎総合管理委託契約（契約額 14,742,000 円、

契約期間：令和元年６月１日から令和２年３月 31 日まで）について、契約

の締結に当たり、会計局長通知による契約書作成日の特例に該当しないにも

かかわらず、契約締結日である令和元年７月 26 日から遡及して同年６月１

日から契約の効力が生じることとしていた。 

（健康医療局神奈川県動物愛護センター p.７） 
 

(ｶ) 上記のいずれにも該当しないが故意又は重大な過失に対する指摘でその規

模が 1,000 円以上のもの 

 該当なし。 

 



5 

 

イ 内容的に特記すべき事案 

(ｱ) 法律・規則（政省令及び条例を含む。）違反のもの 

ａ  同一箇所で異なる法律・規則違反が３件以上あったもの 

       該当なし。 

 

ｂ  同一箇所で同一の法律・規則違反が３回以上行われたもの 

(a) 支出 

総合建物管理業務委託契約（契約額 17,245,440 円）の執行に当たり、

神奈川県財務規則の規定に反し、平成 31 年４月分から令和元年 10 月分

までの支出命令（支出額計 9,980,854 円）について、校長決裁とすべきと

ころ、次長の専決として処理していた。【再掲】 

（健康医療局神奈川県立よこはま看護専門学校 p.６） 

 

(b) 契約 

総合建物管理業務委託契約（契約額 17,245,440 円）に係る平成 31 年

４月分から令和元年 10 月分までの検査調書について、神奈川県財務規則

の規定に反し、校長に報告すべきところ、次長に報告していた。【再掲】 

（健康医療局神奈川県立よこはま看護専門学校 p.６） 

 

(c) 財産 

教育財産の目的外使用許可の手続を行わないまま電柱に通信線が共架

されているものがあった。これにより、令和元年度の共架柱に係る使用料

12 件、29,736 円が徴収不足であった。 

（教育委員会神奈川県立総合教育センター p.７） 

 

ｃ  法律・規則違反の状態が１年以上継続しているもの 

       該当なし。 

 

(ｲ) 予算目的に著しく反しているもの 

      該当なし。 

 

(ｳ) 事務処理等が著しく不適切なもの 

ａ  法定期限はないが事務処理の遅延が１年以上にわたるもの 

ｂ  県民の身体、生命及び財産等に直ちに影響のあるもの 

ｃ  県民が利用する施設等の管理を怠り危険な状態となっているもの 

ｄ  業者等への支払の期限を６月以上遅延しているもの 

       いずれも該当なし。 

 

３ 要改善事項 

該当なし。 

 

４ 箇所別の監査結果 

監査した 83 か所のうち、不適切事項が認められた箇所は 14 か所、認められなか

った箇所は 69 か所で、それぞれの箇所をその属する局等別に整理すると次のとおり

である。 
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(1) 不適切事項が認められた箇所（14 か所、15 件） 

ア 総務局（１か所、１件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県川崎県

税事務所 

令和２年２

月６日（令和

元年12月17

日職員調査） 

契約事務において、ＬＡＮ配線工事契約（契約

額2,149,200円）の締結に当たり、賠償金等の徴

収に係る遅延利息の率について、神奈川県財務

規則第33条第１項で定められた率である年2.7

％とすべきところ、これを契約書に記載してい

なかった。 

 

イ 環境農政局（１か所、１件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県自然環

境保全センター 

令和２年３

月10日（令和

２年１月30

日及び同月

31日職員調

査） 

予算の執行において、埼玉県長瀞射撃場ライ

フル射撃場の利用料（11月分）11,490円の執行に

当たり、保険料（300円）については「（節）役

務費」とすべきところ、使用料と併せて全額を

「（節）使用料及び賃借料」で執行していた。 

 

ウ 福祉子どもみらい局（１か所、１件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県厚木児

童相談所 

令和２年４

月２日（令和

元年12月20

日職員調査） 

契約事務において、別館庁舎機械警備委託契

約（契約総額301,320円、契約期間：令和元年８

月29日から令和４年３月31日まで）の締結に当

たり、長期継続契約であることから、財政課長通

知に基づき競争入札により契約者を決定すべき

ところ、見積合せを行い随意契約を締結してい

た。 

 

エ 健康医療局（２か所、３件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県立よこ

はま看護専門学

校 

令和２年４

月23日（令和

元年12月10

日職員調査） 

１ 支出事務において、総合建物管理業務委託

契約（契約額 17,245,440 円）の執行に当たり、

神奈川県財務規則の規定に反し、平成 31 年４

月分から令和元年 10 月分までの支出命令（支

出額計 9,980,854 円）について、校長決裁とす

べきところ、次長の専決として処理していた。

[特記前出] 

２ 契約事務において、総合建物管理業務委託

契約（契約額17,245,440円）に係る平成31年４

月分から令和元年10月分までの検査調書につ

いて、神奈川県財務規則の規定に反し、校長に

報告すべきところ、次長に報告していた。[特

記前出] 
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神奈川県動物愛

護センター 

令和２年１

月31日（令和

元年12月９

日職員調査） 

契約事務において、機械警備業務委託契約（契

約総額575,871円、契約期間：令和元年５月17日

から令和６年３月31日まで）について、業務の開

始後に契約を締結していた。また、収容動物飼養

・庁舎総合管理委託契約（契約額14,742,000円、

契約期間：令和元年６月１日から令和２年３月

31日まで）について、契約の締結に当たり、会計

局長通知による契約書作成日の特例に該当しな

いにもかかわらず、契約締結日である令和元年

７月26日から遡及して同年６月１日から契約の

効力が生じることとしていた。[特記前出] 

 

オ 産業労働局（１か所、１件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県立東部

総合職業技術校 

令和２年２

月10日（令和

元年12月３

日及び同月

４日職員調

査） 

歳計外現金事務において、講師謝金に係る所

得税及び復興特別所得税１件、261,245円につい

て、法定納期限内に納付を行っていなかった。そ

の結果、不納付加算税13,000円の賦課決定を受

けて同額を納付していた。[特記前出] 

 

カ 企業庁（２か所、２件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県企業庁

藤沢水道営業所 

令和２年４

月15日（令和

２年１月28

日及び同月

29日職員調

査） 

工事事務において、企藤第23号藤沢市本鵠沼

２丁目13番付近配水管改良工事測量業務委託の

設計額の積算に当たり、路線測量について、設計

数量を誤って積算するなどしていたため、設計

額（3,157,000円）が55,000円過大であった。 

神奈川県企業庁

相模川水系ダム

管理事務所 

令和２年２

月６日（令和

２年２月５

日及び同月

６日職員調

査） 

支出事務において、平成31年３月分の相模川

水系ダム管理事務所管内電気通信及びダム水路

施設巡回点検業務委託料1,947,510円について、

契約で定められた期限までに支払を行っていな

かった。その結果、遅延利息6,700円を支払って

いた。 

 

キ 教育委員会（６か所、６件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県立総合

教育センター 

令和２年２

月 14 日（令

和元年 12 月

23 日及び同

月 24 日職員

調査） 

財産管理事務において、教育財産の目的外使

用許可の手続を行わないまま電柱に通信線が共

架されているものがあった。これにより、令和元

年度の共架柱に係る使用料 12 件、29,736 円が徴

収不足であった。[特記前出] 
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神奈川県立弥栄

高等学校 

令和２年３

月30日（令和

２年１月15

日職員調査） 

契約事務において、水質検査業務の委託契約

（契約額 23,760 円）について、受託者ではなく、

受託者が再委託した者が発行した検査結果報告

書に基づいて履行確認を行っていた。 

神奈川県立厚木

北高等学校 

令和２年５

月８日（令和

２年３月13

日職員調査） 

財産管理事務において、教育財産の目的外使

用許可の手続を行わないまま電柱に通信線が共

架されているものがあった。これにより、令和元

年度の共架柱に係る使用料２件、3,906 円が徴収

不足であった。 

神奈川県立座間

高等学校 

令和２年３

月30日（令和

２年１月16

日職員調査） 

財産管理事務において、教育財産の目的外使

用許可の手続を行わないまま電柱に通信線及び

街路灯が共架されているものがあった。これに

より、令和元年度の共架柱に係る使用料２件、

4,956円が徴収不足であった。 

神奈川県立大井

高等学校 

令和２年１

月17日（令和

元年12月２

日職員調査） 

契約事務において、学校機械警備委託契約（契

約総額1,857,612円、契約期間：平成30年４月１

日から令和５年３月31日まで）について、総務局

財政課長・会計局指導課長連名通知に基づき消

費税及び地方消費税率の引上げに伴う増額分に

関する契約金額の変更を令和元年10月１日まで

に行うべきところ、同年11月７日に行っていた。 

神奈川県立三ツ

境養護学校 

令和２年４

月23日（令和

２年２月28

日職員調査） 

財産管理事務において、下水道管きょの耐震

化工事に伴う土質調査実施に係る教育財産の目

的外使用許可に当たり、当該調査は地方公営企

業が行うものであるため、教育財産の目的外使

用許可取扱要領に定める使用料減免の対象とな

らないにもかかわらず、使用料を免除していた。

これにより、令和元年度の使用料１件、4,330円

が徴収不足であった。 

 

(2) 不適切事項が認められなかった箇所（69 か所） 

ア 政策局（２か所） 

神奈川県統計センター、神奈川県立公文書館 

 

イ 総務局（４か所） 

神奈川県戸塚県税事務所、神奈川県高津県税事務所、神奈川県横須賀県税事務

所、神奈川県平塚県税事務所 

 

ウ 国際文化観光局（１か所） 

神奈川県パスポートセンター 

 

エ スポーツ局（１か所） 

神奈川県立スポーツセンター（令和２年４月１日神奈川県立体育センターを 

改称） 
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オ 環境農政局（４か所） 

神奈川県環境科学センター、神奈川県横浜川崎地区農政事務所、神奈川県立か

ながわ農業アカデミー、神奈川県東部漁港事務所 

 

カ 福祉子どもみらい局（３か所） 

神奈川県立かながわ男女共同参画センター、神奈川県立女性相談所、神奈川県

平塚児童相談所 

 

キ 健康医療局（３か所） 

神奈川県小田原保健福祉事務所、神奈川県小田原保健福祉事務所足柄上セン

ター、神奈川県食肉衛生検査所 

 

ク 産業労働局（５か所） 

神奈川県かながわ労働センター、神奈川県かながわ労働センター県央支所、神

奈川県かながわ労働センター湘南支所、神奈川県立東部総合職業技術校二俣川支

所、神奈川障害者職業能力開発校 

 

ケ 県土整備局（３か所） 

神奈川県リニア中央新幹線推進事務所、神奈川県流域下水道整備事務所、神奈

川県城山ダム管理事務所 

 

コ 企業庁（７か所） 

神奈川県企業庁相模原水道営業所、神奈川県企業庁茅ケ崎水道営業所、神奈川

県企業庁海老名水道営業所、神奈川県企業庁寒川浄水場、神奈川県企業庁水道水

質センター、神奈川県企業庁相模川発電管理事務所、神奈川県企業庁発電総合制

御所 

 

サ 教育委員会（20 か所） 

神奈川県教育委員会教育局県央教育事務所、神奈川県教育委員会教育局中教育

事務所、神奈川県教育委員会教育局県西教育事務所、神奈川県立図書館、神奈川

県立横浜翠嵐高等学校、神奈川県立磯子高等学校、神奈川県立氷取沢高等学校、

神奈川県立霧が丘高等学校、神奈川県立瀬谷西高等学校、神奈川県立上溝高等学

校、神奈川県立相模原青陵高等学校、神奈川県立大楠高等学校、神奈川県立横須

賀明光高等学校、神奈川県立平塚農業高等学校、神奈川県立藤沢工科高等学校、

神奈川県立小田原東高等学校、神奈川県立茅ケ崎西浜高等学校、神奈川県立厚木

東高等学校、神奈川県立海老名高等学校、神奈川県立岩戸養護学校 

 

シ 公安委員会（16 か所） 

神奈川県山手警察署、神奈川県鶴見警察署、神奈川県旭警察署、神奈川県港南

警察署、神奈川県青葉警察署、神奈川県都筑警察署、神奈川県栄警察署、神奈川

県瀬谷警察署、神奈川県宮前警察署、神奈川県多摩警察署、神奈川県茅ケ崎警察

署、神奈川県平塚警察署、神奈川県秦野警察署、神奈川県伊勢原警察署、神奈川

県厚木警察署、神奈川県相模原警察署 
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別添２ 

神奈川県監査委員報告第11号 

 

 

監査の結果に関する報告について 

 

 

神奈川県監査委員監査基準に準拠し、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第５

項の規定に基づく監査を実施し、監査の結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規

定により次のとおり提出します。 

 

 

令和２年７月10日 

 

 

神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

神奈川県知事    黒 岩 祐 治 殿 

 

 

神奈川県監査委員  村 上 英 嗣 

同         太 田 眞 晴 

同         吉 川 知惠子 

同         梅 沢 裕 之 

同         小野寺 慎一郎 

 

 

第１ 監査の種類 

財務監査（随時監査） 

 

第２ 監査の対象 

   財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理 

 

第３ 監査の着眼点 

   事務事業が法令等に従って適正に行われているか、最少の経費で最大の効果を挙げる

ようにし、その組織及び運営の合理化に努めているかなどに着眼して監査するものであ

る。 

 

第４ 監査実施箇所数 

本庁機関１か所及び出先機関１か所 
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第５ 監査実施日 

令和２年６月30日及び同年７月２日 

 

第６ 監査の実施内容 

１ 補完的財務監査 

令和元年の財務監査（定期監査）の結果、指摘等が認められた出先機関のうち１か所

について、その後の対応などを補完的に監査した。 

 

２ 臨時財務監査 

   令和元年の財務監査（定期監査）において、継続して包括外部監査契約の状況を確認

する必要があると認められた本庁機関１か所について、当該契約の状況を臨時に監査し

た。 

 

第７ 監査の結果 

監査の結果、本庁機関１か所及び出先機関１か所において不適切事項が２件、要改善

事項が１件認められた。 

１ 補完的財務監査 

補完的財務監査を実施した次の出先機関１か所において、不適切事項が２件認めら 

れた。なお、要改善事項は認められなかった。 

福祉子どもみらい局 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県立おおい

そ学園 

令和２年７月２日

（令和元年８月 28

日職員調査） 

収入事務において、次のとおり誤りが

あった。 

１ 職員から徴収する給食費の立替収

入456件、2,394,308円について、神

奈川県立児童自立支援施設等給食事

務取扱要領に基づき、毎月、納入義

務者である職員ごとに調定し、収入

すべきところ、庶務事務システム

（以下「システム」という。）によ

り該当職員の給与から引き去り、所

属の親睦会名義の銀行口座に数か月

間保管するなどした後、所属の管理

課長を納入義務者として数か月分を

まとめて調定し、収入していた。ま

た、システム上、円単位の引去りが

できなかったため、一部の職員につ

いて、調定額と異なる金額を引き去

った結果、給食費の負担が適正なも

のとなっていなかった。 
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２ 児童福祉施設措置費負担金４件、

14,919,170 円について、調定が３月

を超えて遅れていた。 

 

２ 臨時財務監査 

臨時財務監査を実施した次の本庁機関１か所において、要改善事項が１件認められ 

た。なお、不適切事項は認められなかった。 

⑴ 監査実施箇所名  

総務局総務室 

   

⑵ 監査実施日  

令和２年６月30日（令和２年２月10日職員調査） 

   

⑶ 要改善事項 

包括外部監査契約に関する件 

 

  包括外部監査契約に係る契約の相手方の選定について、神奈川県財務規則（以下

「規則」という。）の規定に基づき、競争的手続を経るものとされているにもかかわ

らず、当該手続を経ずに一者随意契約を行っていた。また、包括外部監査人が包括外

部監査契約に基づき行う監査の範囲には、地方自治法（以下「法」という。）第 199

条第２項に定める普通地方公共団体の事務の執行についての監査（以下「行政監査」

という。）は含まれていないのに、包括外部監査の結果報告書（以下「報告書」とい

う。）において、行政監査として県の事務の執行を対象に監査した結果によると認め

られるものを「監査の結果及び意見」として記載しているものが散見されており、包

括外部監査人に対する監査の範囲についての周知等が十分でなかった。 

 

総務局総務室（以下「総務室」という。）では、法第 252 条の 36 第１項の規定に

基づき、毎年度、包括外部監査契約を弁護士、公認会計士、税理士等と締結してお

り、平成30年度における契約額は21,665,000円となっている。 

今回、令和元年の財務監査（定期監査）において、継続して包括外部監査契約の状 

況を確認する必要があると認められたことから、当該包括外部監査契約の状況を臨

時に監査したところ、次のような事態が見受けられた。 

 

ア 包括外部監査契約に係る契約の相手方の選定について 

包括外部監査契約に係る契約の相手方については、法第 252 条の 28 第１項及び

第２項の規定により、普通地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運

営に関し優れた識見を有する者であって、弁護士、公認会計士、税理士等であるも

のとされている。 

本県では、包括外部監査契約に係る契約の相手方の選定について、平成 11 年度

の制度導入時から、地方自治法施行令（以下「政令」という。）第167条の２第１

項第２号の規定に基づき、契約の性質又は目的が競争入札に適しないとして、毎年
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度、上記の要件に該当する者と一者随意契約を締結している。そして、このことに

ついて、総務室は、包括外部監査契約は競争になじまないとする制度導入当時の自

治省（当時）の見解を踏まえたものであるとしている。 

しかしながら、本県における随意契約見直しの取組を踏まえて平成 27 年に追加

された規則第 50 条の３第１項の規定によれば、政令第 167 条の２第１項第２号に

該当する契約であっても、予定価格の額が100万円を超える業務の請負契約につい

ては、競争入札の方法による場合や、個々の契約の特殊性から規則第 50 条の３第

１項各号に該当する場合を除き、事前公募などの競争的手続を経るものとされてい

るところ、包括外部監査契約は同項各号のいずれにも該当しないにもかかわらず、

従前同様、競争的手続を経ずに一者随意契約を締結していたもので、適切とは認め

られない。 

 

     イ 包括外部監査人が行う監査の範囲について 

包括外部監査人は、平成 30 年度の包括外部監査において、「環境政策に関する

事業の財務事務の執行について」などを特定の事件として選定し、平成 31 年１月

に報告書を提出している。 

包括外部監査契約に基づき行う監査については、法第 252 条の 37 第１項の規定

により、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経営

に係る事業の管理のうち、法第２条第14項及び第15項の趣旨を達成するため必要

と認める特定の事件についての監査（以下、普通地方公共団体の財務に関する事務

の執行及び普通地方公共団体の経営に係る事業の管理についての監査を「財務監査」

という。）とされており、行政監査は包括外部監査人が行う監査の範囲には含まれ

ていない。これは、包括外部監査人が普通地方公共団体の外部から契約に基づいて

監査を行うことを踏まえ、客観的な判断が基本とされる財務監査にまずは限定する

ことが適当であると判断されたことによると解されている。 

しかしながら、包括外部監査人から提出された報告書をみると、行政監査として

県の事務の執行を対象に監査した結果によると認められるものを「監査の結果及び

意見」として記載しているものが散見された。 

上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。 

＜事例＞ 

         包括外部監査人は、報告書において、環境農政局総務室が行っている森林組合

の検査について、現状、全ての組合について毎年検査を行っていないことから、

森林組合法では毎年１回を常例として検査を行うこととされているため、毎年検

査を行うことが望ましいとの意見を述べている。 

県が行う森林組合の検査は、県の財務に関する事務の執行や県の経営に係る事

業の管理には該当しないことから、上記の意見は、行政監査として県の事務の執

行を対象に監査した結果によるものと認められる。 

 

このように、包括外部監査人が行う監査の範囲には含まれていない行政監査が行

われていることは、包括外部監査契約の対象とはならない費用が監査費用として計

上される結果となるなどのほか、法に基づく包括外部監査がその趣旨を踏まえて適



5 

 

切に行われていないとの懸念を生じさせることにもなる。 

このような状況となっていることについて、総務室は、包括外部監査人に対して、

包括外部監査人が行う監査の範囲等を示した資料を提供し、その内容を説明したと

しているが、包括外部監査契約書においては、包括外部監査人が行う監査の範囲に

行政監査が含まれていないことを具体的に明示した条項等はないことや、過年度の

報告書においても同様な事態が見受けられることも踏まえると、総務室において、

包括外部監査人に対する監査の範囲についての周知等が十分でなかったものと認め

られる。 

 

以上のことから、包括外部監査契約に係る契約の相手方の選定を適切に行うととも

に、法に基づく包括外部監査がその趣旨を踏まえて適切に行われるよう、次のとお

り改善する必要がある。 

ア 包括外部監査契約に係る契約の相手方の選定に当たっては、規則に基づき、事 

前公募などの競争的手続を経ることとすること 

 

イ 包括外部監査人が行う監査の範囲には行政監査が含まれないことを包括外部監 

査契約書において明示することとするとともに、包括外部監査人に対して、その

趣旨を周知徹底すること 
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